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Ｐ２００１５  

 

「太陽光発電主力電源化推進技術開発」基本計画 

 

新エネルギー部 

１．研究開発の目的・目標・内容 

 （１）研究開発の目的 

   ①政策的な重要性 

     ２０１８年７月に閣議決定された第５次エネルギー基本計画では、「２０３０年に向け

た基本的な方針と政策対応」として、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた取組は、

「他の電源と比較して競争力ある水準までのコスト低減と固定価格買取制度（ＦＩＴ）

からの自立化を図り、日本のエネルギー供給の一翼を担う長期安定的な主力電源として

持続可能なものとなるよう、円滑な大量導入に向けた取組を引き続き積極的に推進して

いく」ことが必要とされている。 

また、「２０５０年に向けたエネルギー転換・脱炭素化の挑戦」としては、変動するエ

ネルギー需要を単独で満たす完璧なエネルギー技術は実現していない事から「全方位の

複線シナリオ」が必要とされている。この中で太陽光発電などの再生可能エネルギーは

主力電源化に向け、「面積的な制約の克服のための発電効率の抜本的向上」などの技術革

新によるブレークスルーを要する課題に取り組む事が必要とされている。 

 

   ②我が国の状況 

     我が国における太陽光発電の導入は、ＦＩＴ開始後に導入が急拡大したが、規模や属

性も異なる様々な事業者が参入する中で、安全面、防災面、景観や環境への影響、将来

の設備廃棄等に対する地域の懸念や、ＦＩＴ事業認定者が、２０年間等の買い取り期間

終了後も、事業を継続するのか、更に発電事業終了後に再投資が行われて持続的な導入・

拡大が図れるのかといった懸念が高まっている。 

また、導入拡大により従来の系統運用の下で系統制約が顕在化しており、一部地域で

は出力抑制等が生じている。再生可能エネルギーの出力変動を調整するための調整力の

確保を含め、電力系統へ受け入れるコストは増大している。そのため、再生可能エネル

ギーの適地遍在性への対応や、大量導入を支えるネットワーク整備・運用が求められて

おり、太陽光発電としての適切な調整力を確保するために出力制御量の低減に向けた方

策や系統接続要件の整備が必要とされている。 

     さらに、再生可能エネルギーは主力電源化に向け電源特性に応じた電源となる事が求

められており、太陽光発電は他の電源と比較して発電コストの低い「競争電源」のみで

はなく、「地域活用電源」として需要地に近接して柔軟に設置できる電源としても期待さ

れている。 

 

   ③世界の取組状況 

     太陽光発電システムの発電コストはグリッドパリティを迎えており、世界で最も低い

水準になりつつある。そのため、各国政府が国家計画、戦略として再生可能エネルギー

の導入を進めるなかで、太陽光発電の導入量は今後も継続的に増加していくことが予想

されている。ＩＥＡの「Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏｋ ２０１９」に示

されているパリ協定の「２度目標」を想定したシナリオでは、世界全体での太陽光発電

の累積導入量は現在の約４００ＧＷから２０４０年までに３，０００ＧＷを超える導入

量になると見込まれている。 

太陽光発電システムの導入で先行している欧州においても、立地制約や系統制約が課

題となっており、需要地に近接した発電としてゼロエネルギー建物への取り組みが進ん

でいる。その中で建材一体型太陽光発電システムの技術開発が進められており、意匠性

の追及や製造プロセス、製造コストなどの課題に対する取り組みや市街地で周辺建造物

があるなかでの発電量予測などの研究も進められている。 

また、企業にとっては環境規制が厳しくなり環境リスクに対応し、ＥＳＧ評価を懸念
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する投資家からの投資引上げ回避する方法として、再生可能エネルギーを調達する動き

が出てきている。これには国際ルールに則った再生可能エネルギー調達が必須であり、

このイニシアチブの一つとして、例えば、ＲＥ１００へ参加する企業が増えてきている。

ＲＥ１００を目指す企業は再生可能エネルギー由来の電力を１００％調達する必要があ

り、外部からの調達だけでなく自らの工場で発電する動きは加速しつつある。 

これら新たな市場を求める動きはＩＥＡの技術協力プログラムのひとつであるＰＶＰ

Ｓ（ＰｈｏｔｏｖｏｌｔａｉｃｓＰｏｗｅｒＳｙｓｔｅｍＰｒｏｇｒａｍｓ）において

も注目が高く、運輸部門における太陽光発電の活用策をテーマとした活動も始まってい

る。今後、世界的に増加が予想される電気自動車に太陽電池を搭載することにより、外

部、特に系統からの充電量を減らすことで、系統負荷やＣＯ２削減に貢献することが期

待されている。 

 

   ④本事業のねらい 

     地上型設置や住宅屋根設置等の太陽光発電システムの設置に適した低コスト好条件の

適地が減少している中、重量制約の有る屋根、建物壁面、移動体などの需要地に近接し

ているが、従来の技術では太陽光発電を導入されていなかった場所を、更なる発電効率

の向上、軽量化、曲面追従化等とコスト低減により、上記の分野に導入可能とするため

の技術開発を行い、将来の太陽光発電の導入量拡大とともに新たなセル、モジュール、

システム技術に関連した産業競争力の強化を図る。 

さらに、太陽光発電の主力電源化を推進するため、太陽光発電設備の長期安定電源化

に向けた事業運営確保として現在顕在化している課題である安全の確保に資するガイド

ライン策定や小規模な事業用太陽光発電設備の適切なメンテナンスの確保や再投資を促

すため必要となる信頼性に係る技術開発を行う。また、２０３０年代以降に急増が懸念

される太陽光発電設備の廃棄物を回避するためのリサイクル技術や現在、出力抑制等の

系統制約の克服に向けた太陽光発電側での対応方法の検討等を行う。 

上記と並行し、これらの技術を支える測定評価技術、日射量予測技術等、先進的共通

基盤技術の開発や国内外の開発動向を把握し、開発を支援する動向調査等も実施する。 

 

 （２）研究開発の目標 

    

① アウトプット目標 

従来の技術では太陽光発電の導入が進んでいない場所として重量制約のある屋根、 

建物壁面、移動体向けに必要とされる性能を満たし、各市場の創出・拡大に資する要

素技術を開発することで、太陽光発電の新市場の創出につなげる。 

併せて既に導入されている太陽光発電の長期安定的な事業の運営確保として、安全 

性信頼性の確保、系統制約の克服等の現在顕在化している課題解決や発電設備の廃棄

対策等の適切な事業環境整備に資する技術を開発する。更に上記の分野に資する共通

基盤技術を開発する。詳細な目標については別紙に記載。 

 

② アウトカム目標 

新市場創出に向けた太陽光発電の技術開発によって、２０５０年時点での国内累積 

導入量として、約３２０ＧＷ（うち新市場 約１７０ＧＷ※）、太陽光発電によるＣＯ

２排出量削減（系統電源との比較）として、約１１０百万ｔ／年（うち新市場 約６

０百万ｔ／年）を推計した。※重量制約のある屋根、建物壁面、移動体（車載）、営農、水上の

合計 

また、太陽光発電の長期安定的な技術開発により、２０３０年時点で導入が予想 

     される小規模発電設備（５０ｋＷ以下）を中心とした発電設備２０ＧＷの導入量維持

（２０１８年１２月時点の５０ｋＷ以下発電設備のＦＩＴ認定容量）が期待される。 

      さらに、太陽光発電設備のリサイクル技術開発によって、約５１０万 t の埋立処理

量の削減（２０３０年までに導入される設備６４ＧＷを対象として試算）が期待され

る。 
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③ アウトカム目標達成に向けての取り組み 

開発した技術については、太陽光発電分野だけでなく、新市場に関連する分野とも

情報共有が図れる様にＮＥＤＯの報告会や展示会で積極的に宣伝し、成果普及に努め

る。また、ＩＥＡＰＶＰＳを活用し、ＩＥＣ ＴＣ８２（太陽光発電）との連携を図

り、技術の促進を図る。 

また、安全ガイドライン、リサイクル技術、太陽光発電による調整力技術については、

経済産業省や環境省が実施する法規制や社会システムの検討・整備において、成果を共

有し、実用化・事業化を促進させる。 

        

 （３）研究開発の内容 

     上記目標を達成するために、別紙１の研究開発計画に研究開発を実施する。契約形態

に関する負担率の考え方は以下に記載する。 

・異業種との連携や新たな技術開発が必要な「基盤技術開発」については、大学・研究 

機関においては委託事業で実施する。ただし、大学・研究機関の単独実施については 

共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）で実施する。企業については、実用化を見 

据えた開発とするため、研究開発の内容によって、応分の負担を設け共同研究（ＮＥ 

ＤＯ負担率２／３、もしくは１／２）で実施する。 

     ・実証事業については、助成事業（ＮＥＤＯ負担率１／２）とする。 

・リサイクル技術開発においては、現時点で廃棄量は少なく２０３０年までは市場性と 

 結びつけることが困難であるが、実用化を見据えた開発とするため、応分の負担を設 

け共同研究（ＮＥＤＯ負担率２／３）で実施する。 

・今後整備される需給調整力市場の運用に幅広く活用されるような短時間の日射量予 

 測や太陽光発電の調整力創出に関しては公共性の高い事業であるため、委託事業とし 

て実施する。 

・安全性等のガイドラインや太陽電池の国際標準化に資する試験・評価方法においては、 

公益性が高いものの、研究開発成果が直接的に市場性を結びつかない公共性の高い事 

業であるため、委託事業として実施する。 

     ・また、動向調査は外国の技術開発動向や政策動向等を把握し、技術開発の方向性や分 

     析評価手法等の判断に活用するため、各種動向調査やＩＥＡ国際協力事業等を実施す 

るもので、委託事業として実施する。 

 

２．研究開発の実施方法 

 （１）研究開発の実施体制 

    ・プロジェクトマネージャー（候補）にＮＥＤＯ 新エネルギー部 山崎 光浩主任研究

員を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、そのプロジェクトに求めら

れる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 

・ＮＥＤＯは、公募によって研究開発実施者を選定する。 

・研究開発実施者は、企業や大学、研究機関等（以下、「団体」という。）のうち、原則と

して日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数で研究開発に参

加するものとする。ただし、国外団体の特別な研究開発能力や研究施設等の活用又は

国際標準獲得の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の団体と連携し

て実施することができるものとする。 

 

 （２）研究開発の運営管理 

     ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理・執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部

環境の変化等を適時に把握し、必要な対策を講じるものとする。運営管理は、効率的か

つ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

    

① 研究開発の進捗把握・管理 

ＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と密接な関係を維持しつつ、本研究開

発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。また、各種太陽電池セルに
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関する学識経験者に加え、建築、建材、自動車等の各分野の外部有識者で構成する技

術検討委員会等を組織し、知財管理や標準化等の重要事項や中間目標、最終目標に向

けた進捗状況、目標を達成するための解決すべき課題、目標達成に向けたアクション、

目標達成見通しについて検討する。さらに、事業価値や政策効果を踏まえた事業の進

捗管理のために必要な指標や事業中止基準を設定し、定期的に事業を評価する。 

これにより、中間評価以外でも目標達成の見通しを常に把握するとともに、抜本見

直しや事業の中止の判断を行う。 

②技術分野における動向の把握・分析 

ＮＥＤＯは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政

策動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、調査等

を効率化に実施する観点から、研究開発項目（Ⅳ）や適宜実施する調査については、

委託事業として実施する。 

 

３．研究開発の実施期間 

  ①研究開発項目（Ⅱ）の実施期間は、２０２０年～２０２３年までの４年間とする。 

ただし、 

「（Ⅱ）－（ⅰ）－①－１）安全ガイドラインの策定」については、２０２０年～２０２２

年の３年間、「（Ⅱ）－（ⅲ）系統影響緩和に資する技術課題の検討」については、２０２０

年度１年間とする。  

②研究開発項目（Ⅰ）、（Ⅲ）、（Ⅳ）の実施期間は、２０２０年～２０２４年までの５年間と

する。ただし、「（Ⅲ）－②発電量の短期予測に向けた日射量予測技術の開発」については、

２０２０年～２０２２年の３年間とする。 

ただし、事象の変化によっては期間変更を行う可能性がある。 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義並びに将来の産業への波及効果等について、プロジェクト評価を実施する。 

評価に関し、外部有識者で構成する委員会で研究開発の中間評価［２０２２年度］、事後評

価［２０２５年度］等を実施する。また、中間目標を満たせない事業や事業・製品化計画が

示せないものについては中間評価年度で中止とし、中間評価結果を踏まえ必要に応じ研究開

発の加速・縮小・見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る

技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すもの

とする。 

 

５．その他重要事項 

 （１）研究開発成果の取り扱い 

   ①成果の普及 

     本研究開発で得られた研究成果についてＮＥＤＯは、委託先、共同研究先、助成先と

ともに普及に努めるものとする。 

   ②標準化等との連携 

     得られた研究開発成果については、標準化等との連携を図るためデータベースへのデ

ータ提供、標準規格への提案やガイドライン作成等を行う。 

   ③知的財産権の帰属、管理等取扱い 

     委託研究開発及び共同研究の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の

規定等に基づき、原則として、全て委託先に帰属させることとする。なお、研究開発開

始段階から、事業化を見据えた知財戦略を構築し、適切な知財管理を実施する。 

   ④知財マネジメントに係る運用 

     本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適

用する。 

   ⑤データマネジメントに係る運用 

     本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針（委
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託者指定データを指定しない場合）」を適用する。 

 （２）基本計画の変更 

    ＮＥＤＯは、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の

研究開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化を総合

的に勘案し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施

体制等、プロジェクト基本計画を見直す等の対応をおこなう。 

 （３）根拠法 

    本プロジェクトは、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法」第１５

条第１号イに基づき実施する。 

     

６．基本計画の改訂履歴 

 （１）２０２０年３月 制定 
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（別紙１）  

 

研究開発項目（Ⅰ）太陽光発電の新市場創造技術開発 

 （ⅰ）フィルム型超軽量太陽電池の開発（重量制約のある屋根向け） 

   １．研究開発の必要性 

     ＦＩＴの効果もあって、産業用太陽光発電だけでなく一般家庭にも太陽光発電の普及

が進みつつあるが、エネルギー消費の多い工場、事業所、店舗等への設置実績は少な

い。これら産業部門においては、ＣＯ２排出量削減による大気汚染対策へ寄与やＲＥ１

００加盟等による企業イメージの向上を目的として、再生可能エネルギーの需要が高ま

っている。 

工場、事業所、店舗の屋根はその施行の容易さから、金属製屋根が多く使用されてい

る（屋根の比率で７０％）。金属製の屋根は比較的厚みのない金属鋼板を使用している

ことから新設においてもコンクリート製屋根と比較して強度に制約がある上、既設にお

いては屋根に重量物が設置されているケースがあり、新設よりも重量制限を受け従来の

太陽光パネルを設置出来ないことが課題となっている。 

     そのため、従来の太陽光パネルに匹敵する発電性能を有し、軽量かつ屋根の形状に適

合して設置可能な太陽電池の開発が求められている。 

 

   ２．研究開発の具体的内容 

     太陽光パネルの軽量化（フィルム）としては、例えば、既に上市されているＣＩＳ太

陽電池、基礎技術開発中のペロブスカイト太陽電池が候補として挙げられるが、強度が

十分確保されている屋根市場の一部で採用されている結晶シリコン太陽電池と比較し

て、前者ではコスト、変換効率、後者では変換効率、耐久性の点で、競争力が十分でな

い上、ＣＩＳ太陽電池ではフィルム基板化が実現出来ていない現状を鑑みて性能向上

面、コスト課題両面からのセル、モジュール技術開発を行う。 

さらに、現在重量面で課題のある結晶シリコン太陽電池についても、シリコン基板の

薄型化、薄型化による発電効率低下抑制技術、金属屋根・スレート屋根等不定形状への

追従性等のセル、モジュール構造の技術開発を行う。 

上記を踏まえ本事業では以下の開発を実施する。 

 

①超軽量薄膜系太陽電池の開発 

［企業：共同研究事業 ＮＥＤＯ負担率２／３、大学、国研等：委託事業］ 

高効率化技術、高耐久性化（高耐光性化）、低コスト技術等を構築し、低コスト超

薄型でフィルム形状のセル、モジュール生産可能な太陽電池を開発する。 

大学、国研においては企業と連携し、超軽量薄膜系太陽電池の開発において必要に

なる高効率、耐光性等の実用化に耐える要素技術を開発する。 

②軽量フレキシブル結晶系太陽電池の開発 

［企業：共同研究事業 ＮＥＤＯ負担率１／２、大学、国研等：委託事業］ 

結晶シリコン太陽電池を基盤とした軽量化、高効率化（タンデム化）、低コスト化

技術等を構築し、軽量フレキシブルなフィルム型太陽電池を開発する。 

大学、国研においては企業と連携し、軽量フレキシブル結晶系太陽電池の開発にお

いて必要になる超軽量、高効率等の実用化に耐える要素技術を開発する。 
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   ３．達成目標 

【中間目標（２０２２年度）】 

    ①超軽量薄膜系太陽電池の開発 

     ・架台を含めたモジュール重量５ｋｇ／ｍ２以下。 

・３０ｃｍ角以上の大面積モジュール変換効率１８％以上。 

・製造コスト３５円／Ｗ以下の見通しを得る。 

・屋外曝露１０年時点での初期変換効率に対する低下率１０％以下。 

②軽量フレキシブル結晶系太陽電池の開発 

・架台を含めたフィルムモジュール重量８ｋｇ／ｍ２以下。 

・モジュール変換効率２５％以上。 

 

【最終目標（２０２４年度）】 

①超軽量薄膜系太陽電池の開発 

     ・架台を含めたモジュール重量３ｋｇ／ｍ２以下。 

・３０ｃｍ角以上の大面積フィルムモジュールで変換効率２３％以上。 

・製造コスト１５円／Ｗ以下の見通しを得る。 

・屋外曝露１５年時点での初期変換効率に対する低下率１０％以下。 

②軽量フレキシブル結晶系太陽電池の開発 

・架台を含めたモジュール重量５ｋｇ／ｍ２以下。 

・モジュール変換効率２８％以上。 

・製造コスト４０円／Ｗの見通しを得る。 
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（ⅱ）壁面設置太陽光発電システム技術開発 

   １．研究開発の必要性 

     エネルギー基本計画では、業務部門における省エネルギー社会の実現としては、「非

住宅建築物については、２０２０年までに国を含めた新築公共建築物等で、２０３０年

までに新築建築物の平均でＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を実現すること

を目指す」と示されている。これは、エネルギー消費量の削減が前提であるが、おおむ

ねゼロ以下となるエネルギー収支を目指すには太陽光発電等の再生可能エネルギーによ

るエネルギー創出は不可欠である。しかし、平均でＺＥＢを達成するには屋上に太陽光

発電を設置するだけでは十分な創エネルギー量を得るのは困難とされている。 

     太陽光発電で創エネルギー量を拡大するには、変換効率を向上させるだけでなく壁面

等を活用し設置面積を広げることも重要となるが、地上設置に比べ日射量が少ない事で

の経済性確保が困難、建築物の寿命に対し太陽光発電設備の寿命が短い、周辺の構造物

と親和性が図れる外観を満たさない等から適用事例は限られる。そのため、建築物壁面

へ太陽光発電を設置するにはこれら課題の解決が必要である。 

 

   ２．研究開発の具体的内容 

     本事業では、上記課題を解決する壁面設置太陽光発電システムの開発を行う。また、

普及促進に必要となる規格・標準等に資する基盤技術の開発、建築物として受け入れら

れる外観を持つ太陽光発電システムを建築物壁面へ大量設置する実証を行う。 

 

    ①壁面設置太陽光発電システムの技術開発（非開口部、開口部） 

［企業：共同研究事業 ＮＥＤＯ負担率２／３、大学、国研等：委託事業] 

建築物として受け入れられる外観、経済性を加味した（商用電力価格以下の）発電

コスト、建築材料として要求される性能を満たす「非開口部向け」、「開口部向け」の

壁面設置太陽光発電システムの開発を行う。 

大学、国研においては企業と連携し、壁面設置太陽光発電システムの目標達成に必

要な要素技術や評価技術等を開発する。 

なお、これら開発は建築物設置で求められる様々なサイズに大幅なコスト増加無く

対応できる工法となることを考慮すること。 

 

② 壁面設置基盤技術開発［委託事業］ 

 建築物壁面へ太陽光発電を普及促進させるために必要となる壁面設置特有の測定・

評価技術等の開発を行い、評価・技術基準等の提案を行う。また、ＩＥＡ ＰＶＰＳ 

ｔａｓｋ１５（Ｅｎａｂｌｉｎｇ Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｆｏｒ ｔｈｅ Ｄｅｖｅ

ｌｏｐｍｅｎｔ ｏｆ ＢＩＰＶ）へ参画し、その情報を広く展開する。 

  

③太陽光発電システム壁面大量設置実証［助成事業（ＮＥＤＯ負担率１／２）] 

          ５階建て相当以上の高さをもつ建築物で太陽光発電システムの壁面大量設置実証を

行う。壁面に適用する太陽電池は、モジュール内の色調が均一で取り付け後の建物外

観がアピールできるもの、かつ今後のコスト低減等で投資対効果が見込めるものを用

いることとする。前記太陽電池を壁面へ大量設置する際の技術課題を解決し、設置前

後でのエネルギー収支、経済性を評価する。 
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   ３．達成目標 

    【中間目標（２０２２年度）】 

     ①壁面設置太陽光発電システムの技術開発（非開口部、開口部） 

      （非開口部向け壁面設置太陽光発電システムの場合） 

・建築物としての寿命３５年相当の性能を確認する。 

・モジュール内の色調均一性と変換効率を両立させる要素技術を開発する。 

 

（開口部向け壁面設置太陽光発電システムの場合） 

・半透明モジュールで可視光透過率２０％以上、変換効率１０％以上の性能を達成

する要素技術を開発する。 

・窓の代替として用いる際の性能について、１０年相当の寿命を確認する。 

 

     ②壁面設置基盤技術開発 

評価・技術基準等に資する測定・評価技術等を開発する。 

 

     ③太陽光発電システム壁面大量設置実証 

       壁面へ太陽電池を大量設置する際の課題を解決し、外観をアピールできる太陽光

発電システムを建築物壁面へ適用する。 

 

    【最終目標（２０２４年度）】 

     ①壁面設置太陽光発電システムの技術開発（非開口部、開口部） 

      （非開口部向け壁面設置太陽光発電システムの場合） 

      ・壁面を想定した設置形態(東南西面への設置)で発電コスト１４円／ｋＷｈ以下を

達成する要素技術を確認する。 

・建築物としての寿命４０年以上を達成する要素技術を開発する。 

・面内の色調が均一なモジュールで変換効率２０％以上を達成する。 

 

（開口部向け壁面設置太陽光発電システムの場合） 

・壁面を想定した設置形態(東南西面への設置)で発電コスト１６円／ｋＷｈ以下を

達成する要素技術を確認する。 

・半透明モジュールで可視光透過率２０％以上、変換効率１３％以上の性能を達成

する要素技術を開発する。 

・窓の代替として用いる際の性能について、２０年相当の寿命を確認する。 

 

     ②壁面設置基盤技術開発 

       評価・技術基準案等を３件以上作成する。 

 

     ③太陽光発電システム壁面大量設置実証 

       建築物の壁面へ太陽光発電システム設置前後での環境性能、発電性能を評価し、

その効果を広く公開する。 
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 （ⅲ）移動体用太陽電池の研究開発 

   １．研究開発の必要性 

     エネルギー需要の大部分を化石燃料に頼っている運輸部門ではＣＯ２排出量削減や大

気汚染対策の取り組みの一つとして電動化の動きが加速し、その効果を最大限に引き出

すために再生可能エネルギーからの電力供給が期待されている。ＩＥＡの予測（Ｅｎｅ

ｒｇｙ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅｓ ２０１５）では、２０５

０年には全体の３／４が次世代自動車（ＦＣＥＶ、ＥＶ、ＨＥＶ）であり、その数は１

２０（百万台）にも及ぶと見込まれている。 

次世代自動車に太陽電池を搭載することは、再生可能エネルギー由来の電力を直接供

給することが可能となるだけでなく、燃料費の削減、充電回数低減等ユーザーの利便性

を高めることが出来る。また、次世代自動車の急速な増加により充電ステーションなど

社会インフラの整備が追いつかない地域におけるスムーズなＥＶ系自動車への転換や系

統への負荷低減等にも貢献すると予想される。 

しかしながら市販されている太陽電池搭載車は効率が低い従来の太陽電池を流用し、

屋根の一部に搭載するにとどまっており、動力に用いるには発電の効果が小さいため、

現状ではユーザーニーズもマーケットも小さい。発電効率が高く、且つボンネットやト

ランクなど、屋根以外の曲面にも搭載可能な太陽電池モジュールを開発すれば、太陽光

のみを使って走行できる走行距離、及びユーザー数の拡大を図ることができるととも

に、大きなＣＯ２削減効果を期待できる。 

普通乗用車への太陽電池の搭載を考えた場合、フード、ルーフ、バックドアなど、太

陽光を有効に活用できる車体表面の面積は約３ｍ２程度である。ＮＥＤＯの調査事業と

して実施した「太陽光発電システム搭載自動車検討委員会」の試算では、変換効率３

１％の太陽電池モジュールがあれば１ｋＷ程度を搭載することができ、１日の日射で３

０ｋｍ程度の走行が可能である。自動車形状やシステムの開発と合わせれば、高日射地

域では将来的に５０～１００ｋｍ程度の走行を実現できる可能性があり、走行距離の延

長に伴い再生可能エネルギーのみで走行可能できるユーザー、ニーズの大幅な増加を見

込むことができる。移動体に搭載する太陽電池でＣＯ２削減や次世代自動車のユーザー

メリット拡大の実現が求められている。 

また、面積制限のある移動体は普通乗用車だけでなく、トラックやバス、電車、船

舶、ドローン、航空機の他、５Ｇ（第５世代移動通信システム）への適用をめざした通

信用人工衛星の安価な代替手段として、ＵＡＶ（高高度長時間滞空型無人機）など、通

信分野における成層圏プラットホームへの展開も期待されている。 

 

   ２．研究開発の具体的内容 

面積制約のある移動体では、限られた面積で多くの発電量をもつ高効率なモジュール

が必要となる。また、普通乗用車等ではデザイン性も求められるため、曲面追従性も必

要となる。さらに、製造コストにおいては、太陽電池搭載に伴う購入費用の増加に対し

燃料代（充電電気代）の節約費で賄うことができるような価格設定が必要である。 

本事業では２０５０年に広く一般の電動自動車に搭載されるための技術開発として、

自動車形状に追従可能で、高効率、低コストを実現できる太陽電池モジュールを開発す

る。具体的には、より高効率なⅢ－Ⅴ化合物を大幅に低コスト化、モジュール化する技

術開発（超高効率モジュール化技術開発）と、より低コストな結晶シリコンをベースと

して高効率化、モジュール化を目指す技術開発（次世代モジュール化技術）として、以

下の技術を開発する。 

 

①超高効率モジュール技術開発 

［企業：共同研究事業 ＮＥＤＯ負担率２／３、大学、国研等：委託事業］ 

太陽の照射方向に対し追尾が不要で、且つＡＭ１．５でモジュール効率３５％以

上を達成可能な太陽電池（多接合Ⅲ－Ⅴ化合物太陽電池、Ⅲ－Ⅴ／Ｓｉ、Ⅲ－Ⅴ／

ＣＩＳなどのタンデム型太陽電池など）の高効率化技術、低コスト化技術、新型セ

ル、モジュール構造、自動車搭載モジュール化技術などを開発する。大学、国研等
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は参画企業と連携し、超高効率モジュール技術開発の目標達成に貢献できる技術を

開発する。 

 

②次世代モジュール技術開発 

［企業：共同研究事業 ＮＥＤＯ負担率１／２、大学、国研等：委託事業］ 

結晶シリコンを基盤とした低コストで変換効率３０％以上かつ曲面追従性を持つ

モジュールを開発する。例えば、ペロブスカイト／Ｓｉ等のタンデム化技術や３Ｄ

曲面モジュール化技術などを開発する。大学、国研等は参画企業と連携し、次世代

モジュール技術開発の目標達成に貢献できる技術を開発する。 

 

   ３．達成目標 

【中間目標（２０２２年度）】 

① 超高効率モジュール技術開発 

・モジュール効率３３％以上（３０ｃｍｘ３０ｃｍ） 

・上記モジュールと同等の効率をもつセルを使った３Ｄ曲面モジュール（曲率半径

１ｍを含む） 

・実用サイズの複数枚処理装置（４インチ以上）において、モジュールコスト２０

０円/Ｗ（量産時ＧＷレベル）を達成するための基板再生装置及び高速成膜装置

の試作および要素技術構築 

 

② 次世代モジュール技術開発 

      ・モジュール効率２５％以上、３Ｄ曲面（球面曲率半径１ｍを含む）。 

 

 【最終目標（２０２４年度）】 

① 超高効率モジュール技術開発 

・モジュール効率３５％以上（３０ｃｍｘ３０ｃｍ） 

・上記モジュールと同等の効率をもつセルを使った３Ｄ曲面モジュール（曲率半径

１ｍを含む） 

・実用サイズの複数枚処理装置（４インチ以上）においてモジュールコスト２００

円／Ｗ（量産時ＧＷレベル）を達成するための基板再生装置及び高速成膜装置の

実証。 

 

② 次世代モジュール技術開発 

      ・モジュール効率３０％以上、３Ｄ曲面（球面曲率半径１ｍを含む）。 

      ・モジュール価格：７０円／Ｗ。 
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研究開発項目（Ⅱ）太陽光発電の長期安定電源化技術開発  

 （ⅰ）安全性・信頼性確保技術開発 

   １．研究開発の必要性 

     太陽光発電はＦＩＴにより急速に拡大したが、発電施設の設置・運営の不備による安

全面での不安が顕在化しつつある。ＮＥＤＯでは地上設置のための設計ガイドラインを

策定しているが、昨今設置環境、設置形態は多様化しており、それらの安全性を確保す

る基盤整備は喫緊の課題である。 

     また、ＦＩＴによる買取期間が終了した後も再生可能エネルギー発電事業が適正に継

続され、将来的な再投資が行われる事業環境の整備が必要とされている。ＦＩＴ終了後

の発電設備において、安全確保を前提としたうえで健全に維持するには、小規模発電設

備（５０ｋＷ未満）へ展開可能な評価・回復技術が必要である。これらの技術は太陽光

モジュールのリユース等の他用途への展開も期待される。 

 

   ２．研究開発の具体的内容 

①安全性に係る基盤整備 

【委託事業（ＮＥＤＯ負担率１００％）】 

   発電設備の安全性を確保するため、ガイドラインの作成等の基盤整備を行う。知見の

不足する項目については、必要に応じて実証実験等を実施する。 

①-１）安全ガイドラインの策定（傾斜地設置型、営農型、水上設置型） 

＊多様化が進む設置環境における、設計・施工の安全確保のためのガイドライン策定

を行う。 

①-２）機器設置に関する基準類、ガイドライン等の策定 

＊リスクを低減する手法とその普及を目的とした技術や情報の基盤整備を行う。例え

ば、発電設備の評価回復方法ガイドラインの作成、モジュール安全基準の作成、既

存技術の応用可能性評価、不具合事例データベース作成等を行う。 

②信頼性評価技術、信頼性回復技術の開発 

    【助成事業（ＮＥＤＯ負担率１／２）】 

 太陽光発電設備の長期安定運用に資する、信頼性評価技術、信頼性回復技術または両

者を併せ持った技術の開発を行う。なお当該技術は既存の小規模発電設備（５０ｋＷ未

満）に採算性を含めて適用可能な技術であり、多様化が進む設置環境においても適用が

期待できるものとする。 

②-１）信頼性評価技術（構造・電気） 

  対象技術は例えば、 

＊小規模発電設備の総合的な評価を視野に入れた技術。（設計図面作成支援、構造診断

技術、発電所余寿命評価等） 

＊モジュールとシステム全般の劣化や不具合の検出を行う技術。（遠隔の監視や診断および

操作の高度化、現地診断の合理化等） 

②-２）信頼性回復技術（構造・電気） 

対象技術は例えば、 

     ＊小規模発電設備の構造信頼性を回復する技術。（モジュール、架台、柱、接合部、杭・

基礎、地盤の損傷等の防止を目的とした構造補強関連技術等） 

     ＊発電量や安全性を含む電気的な信頼性を回復する技術。（パネル洗浄、防草等の維持

管理高度化等を含む。） 

 

   ３．達成目標 

【中間目標（２０２１年度）】 

     ①安全性に係る基盤整備（２０２１年度） 

①-１）安全ガイドラインの策定（傾斜地設置型、営農型、水上設置型） 

      ・暫定版として２０２１年９月までに２０２０年版をの取りまとめる。 

①-２）機器設置に関する基準類、ガイドライン等の策定 

・調査や実験等の結果をもとに利用の見通しを示す。または暫定版を公開、発行す
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る。 

②信頼性評価技術、信頼性回復技術の開発（２０２１年度末） 

・開発した技術の有効性を評価するとともに、その実証方法を具体化する。 

 

【最終目標】 

① 安全性に係る基盤整備（２０２２年度） 

①-１）安全ガイドラインの策定（傾斜地設置型、営農型、水上設置型）（２０２２

年度） 

実証試験と調査、シミュレーションの結果に基づき、設置環境の多様化に必要と

なる新たな裏付けを加えて、２０２２年版を発行する。 

①-２）機器設置に関する基準類、ガイドラインの策定（２０２３年度） 

発行、公開とセミナー等の実施を通じて、発電事業者の利用を促進する。 

②信頼性評価技術、信頼性回復技術の開発（２０２３年度） 

②-１）信頼性評価技術（構造・電気）、②-２）信頼性回復技術（構造・電気） 

開発した技術の実証を行いその結果を受けた改良により実用性と採算性を確立

する。小規模発電設備（５０ｋＷ未満）における評価結果をもとに普及計画を立

案する。 

  



 

14 

 

 （ⅱ）太陽電池モジュールの分離・マテリアルリサイクル技術開発  

   １．研究開発の必要性 

     太陽光発電設備は、発電事業終了後の太陽電池モジュールの放置や不法投棄などの懸

念が生じている。廃棄処理には設備の撤去・回収・分離処理の費用が必要となり、廃棄

費用はシステム価格の５％が割り当てられている。ＮＥＤＯでは太陽電池モジュールの

リサイクル技術開発を進め、分離処理コスト低減としては大きな成果を上げている。し

かし太陽光発電設備のシステム価格低減が進む中、撤去・回収費用を同レベルで削減す

ることは困難となっており、今後正しくリサイクル処理を行うためには分離処理の更な

る低コスト化が必要になる。 

また、ＮＥＤＯの試算によると太陽電池モジュールの大量廃棄は２０３４年以降、年

間約２０万トンに及ぶため、産業廃棄物の最終処分場はひっ迫される。これを解消する

ためには、最終処分となる埋立廃棄物量を最小限にとどめる必要があり、太陽電池モジ

ュールの分離物を有効活用するマテリアルリサイクル技術の開発が重要になる。 

     

   ２．研究開発の具体的内容 

    ［共同研究事業 ＮＥＤＯ負担率２／３] 

     本事業では、低コストかつマテリアルリサイクルに資する高い資源回収率を両立する

分離処理技術を開発、実証プラントを構築し、実モジュールサイズで検証を行う。 

・低コスト・高資源回収率を両立する分離処理技術開発。 

・太陽電池モジュール由来の回収物のマテリアルリサイクル技術開発。 

・上記技術を両立する実証プラントの構築。 

 

   ３．達成目標 

    【中間目標（２０２１年度）】 

実モジュールにおいて、以下の技術を確立する。 

・分解処理コスト３円／Ｗ以下。 

・部材として再利用可能な状態で資源回収率８０％以上。 

・太陽電池モジュール由来の回収物のマテリアルリサイクル技術を開発する。 

 

【最終目標（２０２３年度）】 

     実モジュールサイズの実証プラントを構築し、連続運転で以下の性能を満たすこと。 

・分離処理コスト３円／Ｗ以下の分離技術であること。 

・資源回収率８０％以上の分離技術であること。 

・太陽電池モジュール由来の回収物がマテリアルリサイクルに資する性能であるこ

と。 
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 （ⅲ）系統影響緩和に資する技術課題の検討  

１．研究開発の必要性 

太陽光発電はＦＩＴにより急速に拡大したが、出力不安定性などの安定供給上の問

題があることから、既存の系統へ与える影響が懸念されている。しかし、太陽光発電の

導入拡大とその長期安定電源化の実現には、上記影響を緩和して系統の安定化を図らね

ばならない。 

そのためには、太陽光発電の出力制御や発電量・需要予測の高度化、需給一体型シ

ステムの構築等によって、変動電源である太陽光発電と需要側との需給バランスの実現

に資する技術を開発する必要がある。加えて、今後の総発電量に占める太陽光発電の割

合のさらなる増加によって、需給変動に対する調整力が不足し、系統運用への支障をき

たすことも懸念されており、太陽光発電を用いた調整力創出に関する技術開発も必要で

ある。 

 

２．研究開発の具体的内容 

本事業では、太陽光発電による電力系統への影響を緩和するため、下記①②を行う。

①については基本設計を、②についてはフィージビィリティスタディ（FS）を行い、それ

ぞれ次年度以降の技術検討や実証実験等に繋げる。なお、委託事業においては、民間企

業以外の組織が主体で実施することを原則とし、その結果は開示とする。 

 

①太陽光発電による需給一体型システム構築上の課題抽出と対応方法の検討 

［助成事業 負担率 1/2] 

・需給予測の高度化等による経済性に優れた需給一体型システムを構築するための課題

を抽出し、技術的な対応方法を多面的に検討することで基本設計を行い、その実証プ

ランを企画策定する。なお、実証プランにおいては、実証期間 2年間を想定した、具

体的な作業項目とスケジュールを明示する。 

 

②系統連系における影響緩和のための技術開発課題の抽出とその対応方法の検討 

［委託事業］ 

・系統連系における太陽光発電の技術開発課題を抽出したうえで技術的な対応方法を

検討し策定する。若しくは、 

・太陽光発電を調整力として活用するための技術開発に向けた課題を抽出したうえで

技術的な対応方法を検討し公開するとともに、併せて費用対効果等の経済合理性を

含め、その有効性確認のための手法を策定する。 

 

３．達成目標 

【最終目標（２０２０年度）】 

①経済合理性が評価された需給一体型システムの実証プランを企画策定する。 

②系統連系における影響緩和の技術的な対応方法の検討や、有効性確認のための手法 

を策定する。 
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研究開発項目（Ⅲ）先進的共通基盤技術開発 

   １．研究開発の必要性 

太陽電池の高効率化・低コストに資する技術開発が進められる中、新型太陽電池

（ペロブスカイト型、多接合型等）も実用化に向けた開発が活発化しつつある。しか

し、これらの新型太陽電池を研究開発レベルから産業化まで進めるには、その性能評

価試験を実施するプラットホームの整備・確立も欠かせない。公平な性能評価を行う

には、自然太陽光を用いた屋外でのモジュール入射角依存性・設置角依存性、日射ス

ペクトル変化によるスペクトル補正および温度補正を考慮する必要がある。また、基

準太陽電池や校正技術、得られた発電性能を基に発電性能の安定性・信頼性の評価お

よびこれらの評価技術を標準化する取組みも重要である。      

      また、太陽光発電を取り巻く市場環境変化に伴い、需給運用の複雑化や電力の安定

供給等の観点から発電量予測技術の高度化が求められている。太陽光発電は気象条件

に左右される変動型電源であり、発電した電気を有効活用するには、その発電量を正

確に予測することが重要であるが、時々刻々と日射量は変化しているため、過去の実

測発電量の値から未来の発電量を予測することは難しい。そのため、発電量を高精度

に予測するには、日射量予測について空間軸的および時間軸的に高精度化を行う必要

がある。空間軸的な高精度化は、従来の広い範囲の地域における電力の需給調整では

なく分散型電源として扱われる個人宅や発電所レベルの狭い範囲の地域における電力

の需給調整を円滑に行うことにつながり、時間軸的には数時間先から翌日および翌々

日程度における日射量予測技術を高精度化することで、蓄電池の活用や系統への影響

緩和などの需給調整の可能性が広がることが期待される。 

 

 

   ２．研究開発の具体的内容 

①新型太陽電池の高精度性能評価技術の開発（委託事業） 

標準化や規格化が進んでいない新型太陽電池等の出力等の性能を正しく評価するた 

めの測定技術を開発するとともに、開発に資する基準太陽電池および校正技術を開発

し、性能・信頼性・安定性を評価する。 

②発電量の短期予測に向けた日射量予測技術の開発（委託事業） 

発電量の短期的な予測に向け、現在を起点に数時間先の１ｋｍ四方程度のエリアの 

日射量を予測する技術を開発するとともに本技術の評価を行う。加えて、現在から翌

日および翌々日程度先の日射量を予測する技術開発への可能性についても検討する。 

 

   ３．達成目標 

【中間目標】 

①新型太陽電池の高精度性能評価技術の開発（２０２２年度） 

新型太陽電池等について、その設置形態環境・形状を考慮した測定技術を開発

し、海外主要研究機関の測定技術との国際整合性も考慮しつつ、室内測定において

は精度±１．０％（１σ）以内を目指す。 

 

【最終目標】 

①新型太陽電池の高精度性能評価技術の開発（２０２４年度） 

新型太陽電池等について、その設置形態環境・形状を考慮した屋内屋外測定技術

を確立し、海外主要研究機関の測定技術との国際整合性も考慮しつつ、室内測定に

おいては精度±０．５％（１σ）以内を目指す。屋外環境下においては精度±１．

０％（１σ）以内を目指す。性能評価技術の標準化に取り組む。 

②発電量の短期予測に向けた日射量予測技術の開発（２０２２年度） 

１ｋｍ四方程度のエリアを想定した数時間先の発電量の予測に向け、想定エリア

の日射量予測情報を提供する技術を開発する。 
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研究開発項目（Ⅳ）動向調査等  

１．研究開発の必要性 

太陽光発電の導入量を拡大し主力電源化していくには、太陽光発電システムに関す

る技術や市場の動向および普及に関わる国内外の動向などの最新データを常に把握

し、それらを的確に技術開発へフィードバックしていくことが求められる。最新デー

タを把握するためには、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）の太陽光発電システム研究協

力実施協定（ＰＶＰＳ）等の国際協力プログラムに参画し、情報交換を行うことも有

効であり、得られた情報や議論した結果については、併せて国内の省庁を含めて、広

く研究開発者、発電事業者等に展開する。 

また、今後大量に廃棄される太陽電池モジュールのリサイクルを円滑に行うために

は、使用済み太陽光発電設備の排出量予測、災害時の太陽光モジュールのリサイクル

状況、太陽電池モジュール由来のガラスの用途開拓のために、ガラスの再利用の状況

等を把握するための調査が必要となる。 

 

２．研究開発の具体的内容 

     ①移動体用太陽電池の動向調査  

   ＩＥＡ ＰＶＰＳ Ｔａｓｋ１７（ＰＶ ｆｏｒ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ）等の活動

に参画し、電動自動車等の移動体への搭載を目指した太陽電池の国内外における研

究開発、市場動向を調査、分析すると共に、今後の方向性を議論し、その結果をプ

ロジェクト参画機関等、国内の関係事業者に広く展開する事により、移動体分野の

研究開発を加速する。 

②リサイクル関連の動向調査 

②-1 太陽電池モジュールのリサイクルに関わる調査 

       太陽電池モジュールのリサイクルに関わる国内の技術開発動向、普及動向、政策 

       動向、実施事例などの調査に加え、ガラスの再利用の状況調査、災害時のリサイ 

       クル状況を把握するための調査、使用済太陽光発電設備の排出量予測の精緻化を 

       実施する。 

これらはⅡ－（ⅱ）の研究開発プロジェクトに反映を行う。 

     ②-2 太陽電池モジュールの適正処理に関わる調査 

    廃棄太陽電池モジュールのリサイクルを円滑に実用化するためには、リサイク

ルの適正処理のプロセスにおけるモジュール回収の現状について調査を行うと共

に、海外の太陽電池モジュールの回収システムを初めとしたリサイクル動向を国

際技術協力プログラム(ＴＣＰ)ＰＶＰＳ Ｔａｓｋ１２（ＰＶ Ｓｕｓｔａｎａｂ

ｉｌｉｔｙ）等から調査することにより、太陽電池モジュールの適正処理を実証

できる企画を提案する。 

     ③太陽光発電の動向調査 

     ③-1 太陽光発電の技術および産業・市場動向の調査 

      技術開発の方向性や普及方策の分析、検討に資する太陽光発電セル、モジュー

ル、システムおよび太陽光発電が導入される分野に関する国内外の技術や産業・

市場動向や今後の太陽光発電の可能性の調査を行い、その結果を的確に本プロジ

ェクトへフィードバックする。（調査範囲は①、②を含まない領域とする）。 

③-2 国際技術協力プログラムへ参画 

    ＰＶＰＳ Ｔａｓｋ１（Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ ＰＶ Ａｎａｌｙｓｉｓ＆Ｏｕｔ

ｒｅａｃｈ）に関連する活動に参画し、国際協力活動を通じて太陽光発電の普

及・促進に向けた諸外国の技術開発動向や政策動向、市場動向等を調査・分析

し、結果をタイムリーに発信する。 

 

３．達成目標 

【中間目標（２０２２年度）】 

  ①移動体用太陽電池の動向調査 
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移動体用太陽電池の調査結果を中間報告書としてまとめ、関連するプロジェクトへ

フィードバックする。 

③太陽光発電の動向調査 

③-1 技術開発の方向性や普及方策の分析、検討に資する調査結果を中間報告書 

としてまとめ、関連するプロジェクトへフィードバックする。      

③-2 ＰＶＰＳの活動に参画し、その内容を産業界に発信する。 

 

【最終目標】 

①移動体用太陽電池の動向調査（２０２４年度） 

 今後の移動体用太陽電池の技術開発に資する分析、検討をまとめる。 

②リサイクル関連の動向調査（２０２１年度） 

②-1 リサイクルに関わる調査結果を、太陽電池モジュールの分離・マテリアルリ 

サイクル技術開発へフィードバックする。 

②-2 太陽電池モジュールの適正処理を実証できる企画を提案する。 

    ③太陽光発電の動向調査（２０２４年度） 

③-1 今後の技術開発の方向性や普及方策の分析、検討に資する情報をまとめる。 

③-2 ＰＶＰＳでの活動を踏まえ、定期的な情報発信を行うと共に分析、検討をまと   

める。 
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（別紙２）研究開発スケジュール 

 

 ２０２０

年度 
２０２１

年度 
２０２２

年度 
２０２３

年度 
２０２４

年度 
２０２５

年度 

（Ⅰ）太陽光発電

の新市場創造技術

開発 

      

（Ⅱ）太陽光発電

の長期安定電源化

技術開発 

 

 

 

 

 

 

      

（Ⅲ）先進的共通

基盤技術の開発等 

 

 

 

      

（Ⅳ）動向調査       

評価   ★ 
中間評価 

  ★ 
事後評価 

 

 

 

系統影響軽減ＦＳ 

（その後、実証） 


